
横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）について 

 
現行の「横浜都市農業推進プラン 2019-2023」は、2023（令和５）年度に計画期間が終了

します。 

これまでの取組の成果や課題、近年の社会情勢の変化等を踏まえ、おおむね 10 年後の横浜

の都市農業を展望し、2024（令和６）年度以降の５か年の農業施策について「横浜都市農業推

進プラン 2024-2028（素案）」として取りまとめましたのでご報告します。 

 
１ これまでの経緯 

  令和４年 12 月 第４回市会定例会 常任委員会 

          「横浜都市農業推進プラン」の改定に向けた検討の方向性と今後のスケ

ジュールを報告 

 
２ 横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）について 

（１）方向性 

・「横浜都市農業推進プラン 2019-2023」の理念、基本的な枠組みは継承し、主な取組は

引き続き推進します。 

・生産者、事業者及び市民と連携を深め、さらなる横浜農場の展開を図ります。 

 

（２）基本理念・目標 

  ・基本理念 

   「活力ある都市農業を未来へ」 

  ・おおむね 10 年後の目標 

   目標１：市内の各農業地域の特性を十分に生かし、新たな技術を積極的に取り入れ、

新規就農者も含め意欲ある農家により元気な横浜の農業が展開されていま

す。 

   目標２：良好な農景観の形成や生物多様性の保全にも寄与する、まとまりのある優良

な農地が形成されています。 

   目標３：市民が農に関わる機会が市内全域で増えるとともに、地産地消が進んでいま

す。 

 

（３）主な内容 別紙１ 別紙２  

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

  令和５年３月～４月  市民意見募集を実施 

      ９月以降   第３回市会定例会 常任委員会 

             「横浜都市農業推進プラン 2024-2028（原案）」 

 

４ 添付資料 

（１）横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）の体系   別紙１ 

（２）横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）の主な内容 別紙２ 

（３）横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）      別紙３ 

温暖化対策・環境創造・ 

資 源 循 環 委 員 会 

令 和 ５ 年 ２ 月 1 0 日 

環 境 創 造 局 説 明 資 料 



取組の柱 施策 事業 取組

計画の柱 施策 事業 (１)市内産農産物の生産振興

(２)スマート農業の推進

(３)畜産の振興

(４)環境保全型農業の推進

(１)農業生産基盤・設備の整備の支援

(２)土地改良団体等への運営指導

(１)横浜型担い手の支援

(２)新規就農の推進

(１)農業金融制度の活用

(２)経営安定対策制度への支援・協力

(１)農地の貸し借りに関する調整

(２)遊休農地の利用促進に向けた農地調査

(１)市街化調整区域内の農地の保全

(２)市街化区域内の農地の保全

(３)防災協力農地の登録

(１)農業振興策の検討と支援

(２)企業・大学と連携した取組の展開

事業⑧
地域特性を生かした農業振興

(１)地域特性を生かした農業振興策の策定

(１)水田の保全

(２)特定農業用施設保全契約の締結

(３)農景観を良好に維持する活動の支援

(４)多様な主体による農地の利用促進

(１)様々な市民ニーズに合わせた農園の開設

(２)市民が農を楽しみ支援する取組の支援

事業③
身近に農を感じる地産地消の推進

事業③
身近に農を感じる地産地消の推進

(１)地産地消にふれる機会の拡大

(１)地産地消を広げる人材の育成・支援

(２)市民や企業等との連携

※取組の柱２については「これからの緑の取組[2024-2028]（素案）」にも位置付けています
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施策１
農業経営の安定化・効
率化に向けた農業振興

事業①
市内産農畜産物の生産振興
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事業②
地域特性に応じた都市農業の拠点づくり
支援

事業③
生産基盤の整備と支援

施策２
農業生産基盤整備支援

事業②
生産基盤の整備と支援

施策２
横浜の農業を支える多
様な担い手に対する支
援

事業④
農業の担い手の育成・支援

施策４
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事業⑥
まとまりのある農地等の保全
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事業⑤
農地の貸し借りの促進

事業⑦
旧上瀬谷通信施設の農業振興
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横浜都市農業推進プラン 2024-2028（素案）の主な内容 
 

取組の柱１ 持続できる都市農業を推進する 

農業生産基盤整備の支援や生産振興を図るとともに、多様な担い手の確保や支援により、将来にわたり 

持続可能な都市農業を推進する取組を展開します。 

取組の柱２ 市民が身近に農を感じる場をつくる 

良好な景観形成や生物多様性の保全など､農地が持つ環境面での機能や役割に着目した取組､地産地消や

農体験の場の創出など､市民と農の関わりを深める取組を展開します。 

 

取 
 

組 
 

一 
 

覧 

施策１ 市内産農畜産物の生産振興 

事業① 市内産農畜産物の生産振興 

・生産者団体が共同で使用する農業用機械等の導入を支援（５件）［拡充］ 

・ICTやロボット技術などを利用したスマート農業技術の導入を支援（25件） 
 

施策２ 農業生産基盤整備支援 

事業② 生産基盤の整備と支援 

・農業生産の基盤である農地、畑地かんがい施設、暗きょ排水施設等の整備

を支援（35件）  

施策３ 多様な担い手に対する支援 

事業③ 農業の担い手の育成・支援 

・認定農業者等、意欲的に農業に取り組む担い手を認定し、横浜型担い手と

して支援（50 件） 

・農業後継者の就農、農業以外の他産業からの個人・法人の参入などを支援

（100 件）［拡充］ 

事業④ 農業経営の安定対策 

・農業経営に必要な資金の融資や、国・県の制度による融資に伴う利子補給

等により、借入農家の負担を軽減  

施策４ 農地の保全と利用促進 

事業⑤ 農地の貸し借りの促進 

・規模拡大を希望する農家や、新規参入した個人・法人等への農地の貸し借

りを推進（190ha） 

事業⑥ まとまりのある農地等の保全 

・農業振興地域や生産緑地地区等の農業生産の基盤となる農地を保全  

施策５ 地域特性を生かした都市農業の推進 

事業⑦ 旧上瀬谷通信施設の農業振興 

・新たに行われるまちづくりを契機に、畑地かんがい施設等の整備を実施

（50ha）［拡充］ 

・企業や大学等様々な主体と連携することで、横浜に最適化したスマート農

業技術や小面積でも高収益化を図れる施設での農業等の研究・実証・活用

を推進［拡充］ 

事業⑧ 地域特性を生かした農業振興 

・営農状況や周辺環境等、地域の特性を生かした農業振興策を策定 

（５地区） 

 

取 
 

組 
 

一 
 

覧 

施策１ 農に親しむ取組の推進 

事業① 良好な農景観の保全 

・水田景観の保全や多様な機能が発揮できるよう、水稲作付や水田の維持管

理を支援［拡充］ 

・農地縁辺部への植栽や土砂流出防止対策など、農景観を良好に維持する活

動を支援 

・多様な主体へ農地を貸し付けられるよう、遊休化した農地の復元を支援

(3.0ha) 

事業② 農とふれあう場づくり 

・収穫体験から本格的な農作業まで、様々な市民ニーズに合わせた農園を開

設(19.5ha) ［拡充］ 

・横浜ふるさと村や恵みの里等で農体験教室などを実施(450 回)  

施策２ 地産地消の推進 

事業③ 身近に農を感じる地産地消の推進 

・直売所や加工所に必要な設備の導入や、青空市・マルシェの開催等を支援

(285 件) 

・「横浜農場」を活用した市内産農畜産物のブランド化に向けたプロモーシ

ョンを強化 

事業④ 市民や企業と連携した地産地消の展開 

・地産地消を広げる人材（はまふぅどコンシェルジュ）やよこはま地産地消

サポート店の活動支援(150 件) ［拡充］ 

・生産者と企業等とのマッチングなどにより、連携を推進(75 件) 

 

横浜農場ロゴマーク 青空市・マルシェ等の開催 

果実のもぎとり体験 

保全された水田 

生産基盤整備後の 
農業専用地区 

新規参入者への 
農業用機械導入支援 

ICT を利用した 
環境のデータ測定 

生産緑地地区 

別紙２ 

５か年の 

取組の 

ポイント 

・多様な機能を有する水田の継続的な保全を支援 

・都心部から郊外部まで、農とふれあう機会の全市的な展開を推進 

・地産地消を広げる、市民や企業と連携した取組を充実 

５か年の 

取組の 

ポイント 

・スマート農業技術の導入や生産者団体への支援 

・農業生産基盤整備の支援 

・中心的な担い手や新規就農者への支援 

・旧上瀬谷通信施設における農業振興 

 

田奈恵みの里の体験水田 

地産地消ビジネス創出支援等 

から生まれた加工品 

※取組の柱２については「これからの緑の取組[2024-2028]（素案）」にも位置付けています 



                                                  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

横浜都市農業推進プラン 
2024-2028 

 

活力ある都市農業を未来へ 
 
 

（素 案） 
 
 
 
 
 
 
 

2023 年 ２月 

横浜市環境創造局 
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１ 計画策定の背景 

１章 横浜都市農業推進プランについて 

横浜市における都市農業施策は、昭和 40 年代の港北ニュータウン計画において、都市と調和し

た農業を展開するために農業専用地区制度を創設したことに始まります。その後、法に基づく農

業振興地域制度や生産緑地制度などの農地保全策と併せて、農業専用地区を中心に、農地の基盤

整備等の農業振興策や担い手支援策を進めてきました。さらに、市民農園の開設や地産地消の推

進により、市民が農とふれあえる取組も行うなど、横浜市ではこれまでも農業を取り巻く社会状

況の変化に応じて、都市と農業が共存する「“農”のあるまち横浜」を目指して農業の総合計画を

策定し、施策展開をしてきました。 

 

平成 26 年には農地の遊休化や担い手の減少、農に対する市民ニーズの高まり等の横浜の農業を

取り巻く状況を踏まえて、引き続き活力ある都市農業が展開されることを目標に、おおむね 10 年

後の横浜の都市農業を展望した５か年の具体的な取組として、「横浜都市農業推進プラン」を策定

しました。 

 

その後、国においては、平成 27 年に「都市農業振興基本法」が制定され、この法律に基づき平

成 28 年に策定された「都市農業振興基本計画」において、都市農地の位置付けが「都市にあるべ

きもの」となりました。 

平成 29 年には「生産緑地法」が改正され、買取り申出期間を延長する特定生産緑地制度が創設

されるとともに、「都市緑地法」が改正され、緑地の定義に農地が含まれることが明記されるなど、

都市農地の位置づけが、大きく変わりました。 

横浜市では、都市農業の振興と市民の豊かな食生活の向上に寄与することを目的とした「横浜

市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」を平成 26 年に制定し、市内産農畜産物の

ブランド化に向け「横浜農場」を活用したプロモーションや 6 次産業化の支援等により地産地消

を推進しています。 

 

また、世界的な穀物需要の増加や原油価格等の高騰、国際情勢等の影響により、国内での農業

生産や自給力向上が重要視されているともに、農業に伴って発生する温室効果ガスの抑制など環

境にやさしい農業への取組の推進が求められています。 

 

さらに、市民の「新鮮で美味しい」といった食に対するニーズは引き続き高く、市民グループ

やＮＰＯ法人等が地産地消に積極的に関わるなど、食や農を巡る新たな動きが活発になっていま

す。市民農園や収穫体験等の農体験へのニーズもますます高まり、農業を通じた福祉や教育に関

する社会活動も進むなど、横浜の農業は、都市の魅力を向上させ、市民の暮らしを豊かにする存

在へと価値が高まってきています。 

一方で、横浜市内の農家戸数や農地面積は減少が続いており、荒廃農地の増加が懸念されてい

ます。 
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３ 横浜の農業の多様な役割 

令和５年度には当初計画策定から 10 年が経過することから、横浜の農業が抱える課題、市民ニ

ーズ、この 10 年の間の農業を取り巻く社会情勢の変化、これまでの取組の実績と成果等を踏まえ

て、再度おおむね 10 年後の横浜の都市農業を展望し、2024 年度以降の５か年の農業施策につい

て「横浜都市農業推進プラン 2024-2028」として取りまとめます。 

 

 

 

 

本計画は、「横浜市水と緑の基本計画」等の諸計画や「横浜市の都市農業における地産地消の推

進等に関する条例」と整合を図り、農業分野の施策の方向性と具体的取組を定めるものです。 

本計画の取組の柱２（※Ｐ18 農業施策の体系参照）は「これからの緑の取組 [2024～2028]」

にも位置付けるため、本計画の計画期間も、2024 年度から 2028 年度とします。また、本計画は

平成 27 年４月に施行された都市農業振興基本法に基づく、都市農業の振興に関する地方計画に位

置付けています。なお、都市と農地が近接している横浜市においては、市域全体を都市農業の対

象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市の農業は、様々な農畜産物を生産して市民の食生活を支えるとともに、農畜産物の加工・

流通・販売・飲食サービスなどのほか、農業資材・農業機械・燃料など多くの業種と結びついて、

地域経済にも貢献をしています。 

また、防災や良好な景観の形成、国土・環境の保全、農作業体験や交流の場の提供など、様々

な役割を果たしており、この「多様な機能」が十分に発揮されるよう、都市農業の振興に取り組

んでいく必要があります。 

２ 計画の位置づけと計画期間 

横浜都市農業推進プランと他の計画との関係 
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都市農業の多様な機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）  農畜産物を供給する機能 

野菜や果物、肉や卵、花き、植木等の多種多様な農畜産物が生産・販売されています。横浜

市の推定農業産出額は県内で第１位の産出額となっています。 

（２） 防災の機能 

まちなかの農地はオープンスペースとして、火災の延焼防止、地震時の避難場所、仮設住宅

建設用地等の防災空間としての機能等、様々な防災・減災機能を持っています。横浜市では、

約 250ha の農地を防災協力農地として登録しており、登録された農地は、災害時には避難場

所等の役割を果たします。 

（３）  良好な景観の形成の機能 

畑や水田などの田園景観は四季によって色彩を変え、安らぎを与えてくれます。集団的な農

地から構成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった谷戸景観など良好な

農景観は、都市の魅力にもなっています。 

（４） 国土・環境の保全の機能 

農地は、雨水の貯留・浸透による洪水防止や、地下水の涵養に寄与しています。また、樹林

地とともにまとまりやつながりのある農地は、生物多様性の保全にも寄与しています。 

（５） 農作業体験・学習・交流の場を提供する機能 

身近な農地で、様々な農へ関わることができることは横浜の農の魅力です。横浜市には、収

穫体験農園や区画貸しの認定市民菜園、苗の植え付けや農産物の収穫などを行う農体験教室

など、様々なニーズに合わせた多様な農体験の場があります。 

（６） 農業に対する理解の醸成の機能 

横浜市内に約 1,000 カ所あると言われてる直売所やマルシェでは、生産者と直接ふれあい、

旬を感じることができます。また、様々な主体による農体験イベント等により、農業への理

解醸成が図られています。 

防災 

国土・環境の保全 

良好な景観の形成 農作業体験･学習･交流の場を提供 

農業に対する理解の醸成 

農畜産物を供給する 
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２章 横浜の農業を取り巻く環境 

横浜市は、人口 377 万人（令和４年 11 月現在）を擁する全国で最も人口の多い基礎自治体です。

横浜市では、昭和 30～40 年代の高度経済成長期の急激な人口増大により、農地や樹林地は開発 

されて急速に減少し、都市のスプロール化が顕著になりました。 

 

昭和 40 年に港北ニュータウン計画を市の６大事業のひとつとして発表し、計画的な土地利用施

策を展開するため、横浜市独自の「農業専用地区」制度を設け、昭和 44 年に港北ニュータウン地

域内農業専用地区を設定しました。さらに、昭和 46 年度に始めたフルーツパーク設定事業により

本格化したナシ園の造成は、現在の「浜なし」の生産につながっています。 

 

その後、昭和 50 年代になると、市民の農業への理解を深めるために市民菜園を開設するととも

に、田園景観の美しい地域に都市住民を呼び込み、市民との交流による農業振興・農地保全を図

ることを目的とした「横浜ふるさと村設置事業」など、市民と農とのふれあいを深める取組を新

たに始めました。 

昭和 60 年代以降、地価高騰や住宅難などが大きな問題となり、平成３年に生産緑地法等が改正

され、横浜市でも生産緑地地区の指定に取り組みました。 

 

防災や景観、農体験など、農地の多面的な機能が注目され、都市農業の役割が改めて見直され

るようになり、平成５年には、多様な市民農園の開設を目的に、市民が農家の指導を受けて本格

的な野菜づくりを体験することができる栽培収穫体験ファーム制度を開始しました。 

平成 10 年には、野菜や果樹の生産振興対策などを横浜ブランド農産物育成増産事業に集約し、

「はま菜ちゃん」をシンボルマークとした地域ブランドを推進しました。 

また、市民と農との交流を通じて農業の活性化を図る「恵みの里推進事業」により、地域農産

物の生産振興や農体験の場づくりを進めました。 

平成 15 年には、構造改革特区制度の活用により、農家開設型の市民農園制度を創設、その後改

正された特定農地貸付法に基づき、多くの市民農園の開設を支援しています。 

 

平成 18 年には横浜市水と緑の基本計画が策定され、農地は河川や水路、樹林地、公園等ととも

に、横浜らしい水・緑環境に位置付けられました。 

さらに、平成 21 年度からは、「横浜みどり税」を財源の一部に活用した重点的なみどりの取組

である「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」により、農景観の保全や市民と農とのふれあ

いの事業を拡充し、農業振興と農地保全、市民と農とのふれあいや地産地消の推進に努めてきま

した。   

 

１ これまでの横浜市の農政の取組 
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横浜市農業施策等の取組年表 
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（１） 農家戸数の推移 

農林水産省が５年毎に実施している農林業センサス（※Ｐ９コラム参照）によると、市内の

農家戸数は、高度経済成長期の昭和 40 年代に減少の幅が大きく、その後も年々減少が続いてい

ます。 

令和２年の調査では、総農家数は 3,056 戸、うち販売農家 1,770 戸、自給的農家 1,286 戸と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 農業労働力の推移 

農林業センサスにおける農業労働力を示す数値には、「農業従事者」、「基幹的農業従事者」が

あります。 

横浜市では、ここ 20 年間は、５年毎の減少数がほぼ一定しており、令和２年の調査では、農

業従事者が 4,703 人、基幹的農業従事者が 3,133 人となっています。 

 

 

 

 

２ 横浜農業の現状 

※ 昭和 60 年以前は、販売農家と自給的農家の別はない。 

※ 農林業センサス（農林水産省）を編集 

※ 農林業センサス（農林水産省）を編集 
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（３） 農地面積の推移 

市内の農地面積は、年々減少しており、昭和 48 年に市内に約 6,000ha あった農地は現在半分

以下になっています。特に水田は市内の農地に占める割合も少なく、大変貴重なものとなって

います。 

区域区分別にみると、大幅に減少したのは市街化区域の農地（特に宅地化農地）で、市街化

調整区域の農地については、緩やかな減少となっています。 

 

 

 

 

※ 固定資産概要調書（横浜市財政局）を編集 

※ 平成 19 年度以降は、畑の内訳である普通畑と樹園地の別はない。 

※ 作物統計調査（農林水産省）を編集 
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（４） 農業産出額 

農林水産省が公表している令和２年の市町村別農業産出額（推計）によると、横浜市の農業

産出額は約 121 億２千万円で、神奈川県内の市町村中、第１位でした。産出額の約 68％が野菜

（いも類を含む）で最も多く、次いで花き・植木類及び畜産（４部門合計）は約 12％、果実は

約７％、稲作や麦類・豆類などの普通作物は合わせて１％ほどとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

（※農業産出額・・・農林水産省の農林水産統計による市町村別農業産出額（生産額と同義）は、平成 18 年で調査・公

表がなくなりました。ここに示した推計値は、それに代わるもので、2020 年農林業センサスの結果と、毎年の都道府県

別統計等をもとにした農林水産省が算出した推計値です。） 

※ 令和２年 市町村別農業産出額(推計) （農林水産省）より 

※ 令和２年 市町村別農業産出額(推計)  （農林水産省）より 

農業産出額総額 

 121.2 億円 
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農林業センサスとは 
  わが国の農林業の生産構造や就業構造を明らかにするとともに、農山村の実態を総合的に 

把握し、農林行政の企画・立案・推進のための基礎資料を作成・提供することを目的に、 

農林水産省が５年ごとに行う調査。 

 

主な用語の説明 

農家・・・・・・・・・経営耕地面積が 10ａ（1,000 ㎡）以上または調査期日前１年間の農産物

販売額が 15 万円以上の世帯。 

  販売農家・・・・・・・農家のうち、経営耕地面積が 30ａ以上または調査期日前１年間の農産物 

販売金額が 50 万円以上のもの。 

  自給的農家・・・・・・農家のうち、経営耕地面積が 30ａ未満かつ調査期日前１年間の農産物販 

売金額が 50 万円未満のもの。  

  経営耕地面積・・・・・農家が経営している耕地（田、畑及び樹園地の計）をいい、自ら所有し

耕作している耕地（自作地）と、他から借りて耕作している耕地（借入

耕地）の合計。 

  農産物販売金額・・・・肥料代、農薬代、飼料代等の諸経費を差引く前の売上金額。 

農業従事者数・・・・・15 歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に自営農業に従事した者。 

基幹的農業従事者・・・15 歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事してい 

る者。 

 

 

 

 

横浜市の農地等に関わる区域区分 

 市街化区域・・・・・都市計画法に基づき市長が指定するもので、すでに市街地を形成している 

区域及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域。 

 生産緑地・・・・・・生産緑地法に基づき、市街化区域内の土地のうち、一定の要件を満たす一 

団の区域を、都市計画で定めたもの。 

 宅地化農地・・・・・市街化区域内の農地のうち、生産緑地地区に指定されていないもの。 

 市街化調整区域・・・都市計画法に基づき市長が指定するもので、市街化を抑制すべき区域。 

 農業振興地域・・・・「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、県知事が農業振興を図るべ 

き地域として指定。 

 農用地区域・・・・・「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき、市町村が策定する農業振興 

           地域整備計画のなかで、土地利用区分として、農用地として用いる区域と 

して指定。 

コラム 

コラム 
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３ 横浜の農業が抱える課題 

（１） 農家が営農を継続する上での課題 

横浜市が行った「横浜の緑に関する土地所有者意識調査（R4）」のうち農地所有者（1,000 ㎡

以上の農地所有者）に対する調査では、「農地を所有し耕作を続けるうえで、特に課題と思うこ

と」（複数回答）で、「高齢のため農作業が難しい」が回答者の約 45.2％と、最も多くの人が課

題としてあげていました。次いで、「相続税の支払い」が約 39.3％で第２位、「農業で安定的な

収入が得られない」が約 37.2％で第３位と、いずれも 35％を超える高い回答率でした。農家の

負担や経営に対する不安が読み取れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

（２） 効率的な農業生産を進める上での課題 

ア 農業生産基盤の老朽化 

横浜市の集団的な農業地域の生産基盤整備は、昭和 40 年代の人口急増期に河川改修と

併せて行われた水田のほ場整備と用排水路整備、昭和 40 年代後半から始まった農業専用

地区における畑の土地改良事業と畑地かんがい施設の整備が大部分を占めています。 

これらの施設も整備後 40～50 年が経過し、農業生産基盤の老朽化が進んだ結果、配管

の破損やポンプなど揚水機能の低下などの影響が出ています。 

 

イ 農業生産施設等の老朽化 

農家個人の所有する園芸用の温室や果樹棚、畜舎といった生産用施設についても、耐用

年数を超過しているにもかかわらず更新ができていないものが多くあります。こうした生

産施設の老朽化も、生産量減少の原因の一つとなっていると考えられます。 

また、果樹では、果樹棚だけでなく、特に昭和 40 年代に市の支援事業により植栽され

たナシ等を中心に、樹体そのものも老木化し、改植を行わないと、十分な収穫量を上げら

れない状態になっています。 

これらは、果樹棚や園芸用施設の新設時期が、補助事業の実施や施設園芸への転換と時

※ 令和４年 横浜の緑に関する土地所有者意識調査（横浜市環境創造局）より 

農地所有者が農地を所有し耕作を続けるうえで、特に課題に思うこと 

ｎ＝2352（複数回答） 
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期が重なり、昭和 40 年代から 50 年代に集中的に整備された施設が多いためです。 

 

（３） 良好な営農環境を維持する上での課題 

ア 遊休農地 

農地を耕作する担い手不足によって遊休農地が発生し、雑草の繁茂などによる隣接農地

への影響とともに、防犯・防災上の懸念や景観上も課題となっています。 

 

イ 農地の周辺環境への配慮 

横浜市では、農地と住宅が近接しているところが多いことから、農地からの土埃の発生

や土砂の流出、農薬の飛散やたい肥の臭いなどによるトラブルも多く発生しています。都

市と農業が共存するためには、市民の農業への理解とともに、農業の側からも配慮が求め

られています。 

 

（４）農体験や農畜産物に対する市民ニーズへの対応 

ライフスタイルの変化や、食育・健康への関心の高まりなどから、地産地消や農体験へのニ

ーズがますます高まっています。 

令和４年度の「横浜の緑に関する市民意識調査」による「森や農、街なかの緑や花について、

現在行っているもの、もしくは今後行ってみたいもの」（複数回答）では、「市内産農畜産物の

購入」を現在行っていると回答した人は 34.3％、今後行ってみたい人が 31.7％で、合わせると

66％と非常に高い割合でした。 

また、「野菜や果物の収穫体験」では、現在行っている人が 8.5％、今後行ってみたい人が

35.9％で、合わせると 44.4％、 

「市民農園等での野菜づくり」を現在行っている人が 3.9％に対し、今後行ってみたい人は

28.7％、合わせて 32.6％でした。 

横浜市では直売所の設置支援等の地産地消の推進や、収穫体験農園や市民農園の開設を推進

していますが、更なる推進が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 令和４年 横浜の緑に関する市民意識調査（横浜市環境創造局）を編集 

森や農、街なかの緑や花について、現在おこなっていること、
今後おこなってみたいこと（抜粋） 
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また、「横浜市は緑や花に関わる取組として、何をすべきか」（複数回答）では、「市民農園や

直売所など、市民が農を身近に感じられる場の創出」と回答した人は 49.4％、「農地の所有者

が、農地や農業を維持するための支援」と回答した人は 47.3％でした。農体験や農畜産物に対

するニーズだけでなく、農家に対する支援等、幅広い取組が求められています。 

 

 

※ 令和４年 横浜の緑に関する土地所有者意識調査（横浜市環境創造局）より 

横浜市は緑や花に関わる取組として、何をすべきか 

ｎ＝1785（複数回答） 
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 平成 26 年度以降の横浜の農業を取り巻く社会情勢の変化として、主なものは以下のものがあり

ます。 

（１） 横浜市地産地消推進条例の施行 

横浜市では、「横浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例」を制定し、平成

27 年４月に施行しました。 

条例では、都市農業の振興と市民の豊かな食生活の向上に寄与することを目的に、広報活動、

情報の共有等、市の施設等における市内産農畜産物の利用促進、市内産農畜産物等のブランド

化、観光資源としての活用、６次産業化の推進、食育との連携などを基本的施策としてあげて

います。 

また、市の責務として、「生産者、事業者及び市民と連携し、かつ、協力して、地産地消の推

進等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する」と同時に、「農畜産業等の多様な担い手への

支援を行うものとする」としています。 

なお、条例に基づくブランド戦略として、平成 28 年９月には「横浜市の農畜産物等のブラン

ド化に向けたプロモーションの取組について」をまとめ、「横浜農場」を活用した統一的なプロ

モーションを中心に、取組を進めています。 

 

（２） 都市農業振興基本法の施行と都市農業振興基本計画の策定 

「都市農業振興基本法」が制定され、平成 27 年４月に施行されました。 

これまで都市の農地は、三大都市圏の特定市では、生産緑地地区に指定された農地以外は、

「宅地化すべき」農地とされてきました。しかし、人口減少やライフスタイルの変化、防災の

観点などの背景から、都市の農地が、都市環境の改善や心のやすらぎ、防災や景観形成に果た

す役割が見直され、都市に「あるべきもの」として位置付けられ、都市の農業・農地の多様な

機能の評価が高まっています。 

さらに、都市農業振興基本法に基づき、都市農業振興基本計画が平成 28 年５月に策定され、

地方公共団体でも「地方計画を定めるよう努めなければならない」と定められました。横浜市

では、平成 30 年の都市農業推進プラン改定時から本計画を地方計画に位置づけ、都市農業の振

興に取り組んでいます。 

 

（３） 生産緑地法改正 

平成４年に三大都市圏の特定市で一斉に指定された生産緑地地区は、指定から 30 年を迎える

と所有者はいつでも市に買取りの申出ができるようになります。 

そこで、生産緑地法が一部改正され、①市町村が条例で定めれば、生産緑地地区の指定面積

要件を 500 ㎡から 300 ㎡に引き下げることを可能にし、②生産緑地地区内に、直売所や農家レ

ストラン、加工所が設置可能になり、また③指定から 30 年が経過した生産緑地地区の買取り申

出期限を 10 年間延長できる「特定生産緑地制度」が創設され、平成 30 年４月までの間に施行

されました。 

４ 横浜の農業を取り巻く社会情勢の変化 



14 
 

横浜市では、この法改正に対応し、「横浜市生産緑地地区の区域の規模に関する条例」を平成

29 年 12 月に制定し、面積要件を 300 ㎡に引き下げました。 

また、令和４年に指定後 30 年が経過する生産緑地の内、約９割（170.4ha）について特定生

産緑地として指定するなど、生産緑地の保全に取り組んでいます。 

 

（４） 米軍上瀬谷通信施設の返還 

平成 27 年６月に返還された、旧上瀬谷通信施設（瀬谷区瀬谷町・旭区上川井町ほか）は、民

有地、国有地、市有地をあわせ、約 242ha に及ぶ首都圏において大変貴重な広大な土地です。

農地部分は農業専用地区（上瀬谷、上川井）に指定されていますが、電波障害防止地域などの

制限により、土地基盤整備事業を行うことができませんでした。 

都市農業の振興と都市的土地利用を両立させるため、令和２年３月にまちづくりの方針や土

地利用の考え方をとりまとめた「旧上瀬谷通信施設土地利用基本計画」を策定、令和４年 10 月

には土地区画整理事業の事業計画決定を行い、本地区でのまちづくりや生産基盤の整備等に向

け、事業を推進しています。 

農業を振興する区域については、将来的に都市農業のモデルとなるような農業振興を図れる

よう、地域の農家と検討を進めています。 

 

（５） 農業委員会法改正と農地転用許可権限の移譲 

平成 28 年４月施行の農業委員会法改正により、農業委員会の委員の選出方法や定数の変更の

ほか、不耕作地の解消や農地の流動化を推進していく農地利用最適化推進委員が置かれました。

横浜市では平成 29 年８月の選任から、新たな体制で遊休農地の解消に向けて取り組んでいます。 

また、この法改正に基づき「指定市町村」として、県知事から農地転用の許可権限移譲を受

け、農地転用の審査・許可を行っています。 

 

（６） 都市農地の貸借の円滑化に関する法律の施行 

都市農業振興基本法に基づく都市農地の保全策の一環として、「都市農地の貸借の円滑化に関

する法律」が平成 30 年９月に施行され、市街化区域内の農地のうち、生産緑地の貸借が安心し

て行える新たな仕組みがスタートしました。 

この法律を活用することで、生産緑地を農家に貸す場合や市民農園を開設する場合にも、相

続税の納税猶予を継続できることとなりました。 

横浜市でも生産緑地について農家同士の貸し借りや農園の設置を進めています。 

 

（７） みどりの食料システム法の施行 

「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する

法律（みどりの食料システム法）」が成立し、令和４年７月に施行されました。みどりの食料シ

ステム法では、令和 3 年 5 月策定の「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた基本理念を

定め、生産から消費まで環境負荷の低減に資する取組を推進することとなりました。 
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（８） 農業経営基盤強化促進法改正 

令和４年５月に、農業経営基盤強化促進法が一部改正され、地域計画の策定が定められまし

た。具体的には、①市町村は、自然的条件等を考慮した区域ごとに、農業の将来の在り方及び

農業上の利用が行われる農用地等の区域等について、農業者等による協議の場を設け、②市町

村は協議結果を踏まえ、農用地等の区域における農業の将来の在り方、農用地の効率的かつ総

合的な利用に関する目標等を定めた計画（地域計画）を定めることとなりました。 

 

（９） 地球環境問題等への対応 

SDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組やみどりの食料システム戦略も含め、農業

に伴って発生する温室効果ガスの抑制など環境にやさしい農業への取組の推進が求められてい

るとともに、気候変動への適応策の必要性等が高まっています。横浜市でも化学合成農薬や化

学肥料の削減等に取り組む環境保全型農業を推進しています。 

また、農業や農地の持つ生物多様性の保全や雨水貯留による洪水の抑制などのグリーンイン

フラとしての機能が再評価されており、その維持・向上にも取り組んでいます。 
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３章 計画の方針 
１章及び２章で述べたように、現在の横浜の農業が抱えている課題や市民ニーズ、横浜の農

業を取り巻く社会情勢の変化やこれまでの実績と成果を踏まえて、基本理念を定め、おおむね

10 年後の横浜の都市農業を展望し、令和６年度から 10 年度までの５か年の施策・事業・具体

的取組を定めます。 

 

（１）基本理念 

本計画の基本理念は、「活力ある都市農業を未来へ」とします。 

（２）おおむね 10 年後の目標 

おおむね 10 年後の横浜の都市農業の目指す姿として「活力ある都市農業が展開され、農のあ

る豊かな暮らしが実現している」とし、生産者、事業者及び市民と連携を深め、さらなる横浜

農場（※）の展開を図ります。（※Ｐ17 コラム参照） 

 

目標１ 市内の各農業地域の特性を十分に生かし、新たな技術を積極的に取り入れ、新規

就農者も含め意欲ある農家により元気な横浜の農業が展開されています。 

     各農業地域の特性が十分に生かされて、高い意欲を持った農家により、新たな技術も積

極的に取り入れた農業が展開されています。 

     農業生産基盤の整備や農業経営の効率化に向けた農業振興が進み、多様な担い手により

農地の利用促進が図られるなど、多様な農業が営まれています。また、市内産農畜産物の

生産振興により質の高い農畜産物が生産され、横浜の農業の特徴である少量多品目生産を

生かし、多様な消費ニーズに対応した農畜産物の供給が行われています。 

  

 

目標２ 良好な農景観の形成や生物多様性の保全にも寄与する、まとまりのある優良な農

地が形成されています。 

     農地は、食料を生産する役割だけでなく、土・緑・水の維持に欠かせない環境保全の機

能、また、子どもたちの教育や、福祉など社会活動の場に有効な役割を果たす機能、生物

多様性の保全の機能などを有しています。そのような、多面的機能がより一層発揮される

とともに、農地が市民共有の貴重な財産として保全されています。 

 

 

 

 

 

１ 基本理念とおおむね 10 年後の目標 
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目標３ 市民が農に関わる機会が市内全域で増えるとともに、地産地消が進んでいます。 

    収穫体験農園、市民農園や様々な農体験教室など市民が気軽に農にふれる機会が増え、

農業が環境学習や食育の場として広く市民に親しまれるとともに、援農に参加する市民が

増加しています。 

 身近なところで市内産農畜産物を購入できる直売所やマルシェが増えるとともに、様々

な事業者と連携した加工品の商品化等の６次産業化や飲食店による市内産農畜産物の利用

など、地産地消の取組が拡大しています。 

また、「横浜農場」のロゴマークを活用した効果的なプロモーションが展開されることに

より、横浜の農業や農畜産物の魅力が市内外に広く周知され、市内産農畜産物の消費拡大

が進んでいます。 

 

（１）取組の柱の設定 

10 年後の目標を踏まえて、今後の５か年の具体的な取組を進めるにあたり、引き続き、農業

経営を支援する「持続できる都市農業を推進する」取組と、農景観の保全や地産地消など「市

民が身近に農を感じる場をつくる」取組を、二つの柱として設定します。 

 

 取組の柱１ 持続できる都市農業を推進する 

農業生産基盤整備の支援や生産振興を図るとともに、多様な担い手の確保や支援により、

将来にわたり持続可能な都市農業を推進する取組として、 

施策１ 市内産農畜産物の生産振興 

施策２ 農業生産基盤整備支援 

施策３ 多様な担い手に対する支援 

施策４ 農地の保全と利用促進 

施策５ 地域特性を生かした都市農業の推進 

の５つの施策を行います。 

 

 取組の柱２ 市民が身近に農を感じる場をつくる 

     良好な景観形成や生物多様性の保全など、農地がもつ環境面での機能や役割に着目した

取組、地産地消や農体験の場の創出など、市民と農の関わりを深める取組として、 

    施策１ 農に親しむ取組の推進 

    施策２  地産地消の推進    

   の２つの施策を行います。 

     なお、取組の柱２については、「これからの緑の取組 [2024-2028]（素案）」にも位置付

けています。 

２ ５か年の取組の柱 
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横浜農場の展開 
● 横浜農場とは 

横浜は大都市でありながら、市民に身近な場所で、野菜や米をはじめ肉などの畜産物

まで多品目の農畜産物が生産され、美しい農景観が広がっています。また、意欲的な生

産者、市内産農畜産物を利用する飲食店・事業者、「農」に関心が高い市民（消費者）

など様々な主体が関わって地産地消を進めているのも横浜の

特徴です。 

このような、横浜らしい農業全体（生産者、市民、企業など

の農に関わる人々、農地・農景観、農業生産活動など）を一つ

の農場に見立て、「横浜農場」という言葉で表しています。 

 

● 横浜農場の展開 

以下の取組を強化しながら進めていきます。 

・人材・場の活用や各分野との連携 

特に地産地消に関わる人材の育成や企業等との連携を

強化し、協働して横浜ならではの都市農業の活性化を目指

します。 

 

・プロモーションの強化 

「横浜農場」のロゴの市内産農畜産物等への

表示、イベントや広報等での積極的な活用を進

めます。また、身近な場所で行われるマルシェの支援など、地域に根ざ

した地産地消の取組を進めます。 

 

 

 

 

生産者の農業

経営の安定化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜の食や農が横浜ブランドとして、市内で更に展開されるとともに、 

観光客や市外にも浸透（市内飲食店でのメニュー提供、横浜土産の充実など） 

地域で横浜の食や農を通じて豊かな暮らしを楽しみ、

横浜の農業を支える市民（消費者） 

質の高い農畜産物を 

つくる意欲的な生産者 

「横浜農場の展開」 

市内産農畜産物

を利用して土産

品等を加工・ 

販売する事業者 

市内産の食材を

利用する飲食店 

生産者、事業者及び市民と連携し、市内産農畜産物等の 

積極的な利用を進め、その魅力を発信 横浜市 

≪様々な主体が連携して推進≫ 

・生産者 

・飲食店（地産地消サポート店等） 

・事業者（JA、連携企業等） 

・市 民（消費者、はまふぅど 

コンシェルジュ等） 

コラム 
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３ 農業施策の体系 
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４章 施策の内容 

取組の柱１ 持続できる都市農業を推進する 

農業生産基盤整備の支援や生産振興を図るとともに、多様な担い手の確保や支援により、

将来にわたり持続可能な都市農業を推進する取組を展開します。 

 

概要 

 横浜市では、市民の身近な場所で農業が営

まれ、新鮮で安心な農畜産物が生産・販売さ

れています。 

生産性向上のため生産者団体への設備導入

支援やスマート農業の推進、農業生産基盤整

備の支援、営農状況や周辺環境等の地域の特

性を生かした農業振興策の策定、旧上瀬谷通

信施設の農業振興等を行います。また、経営

感覚に優れた意欲的な農業者や農業後継者、

新規参入者等の多様な担い手を育成・支援す

るとともに、農地の貸し借りの促進や耕作放

棄地の発生防止・解消を行い、農地の利用促

進を図ります。 

  

横浜の主力農産物 コマツナ 

新規参入者への農業用機械導入支援 

畑地かんがい施設を整備したキャベツ畑 
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取組の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業① 市内産農畜産物の生産振興 

（１） 市内産農産物の生産振興 

（２） スマート農業の推進 

（３） 畜産の振興 

（４） 環境保全型農業の推進 

施策１  

市内産農畜産物の

生産振興 

事業② 生産基盤の整備と支援 

（１）農業生産基盤・設備の整備の支援 

（２）土地改良団体等への運営指導 

施策２  

農業生産基盤整備

支援 

施策３ 

多様な担い手に対す

る支援 

事業③ 農業の担い手の育成・支援 

（１） 横浜型担い手の支援 

（２） 新規就農の推進 

事業④ 農業経営の安定対策 

（１） 農業金融制度の活用 

（２） 経営安定対策制度への支援・協力 

施策４ 

農地の保全と利

用促進 

事業⑤ 農地の貸し借りの促進 

（１） 農地の貸し借りに関する調整 

（２） 遊休農地の利用促進に向けた農地調査 

事業⑥ まとまりのある農地等の保全 

（１） 市街化調整区域内の農地の保全 

（２） 市街化区域内の農地の保全 

（３） 防災協力農地の登録 

事業⑧ 地域特性を生かした農業振興 

（１） 地域特性を生かした農業振興策の策定 

施策５ 

地域特性を生か

した都市農業の

推進 

事業⑦ 旧上瀬谷通信施設の農業振興 

（１） 農業振興策の検討と支援 

（２） 企業・大学と連携した取組の展開 
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 市内産農畜産物の安定的かつ効率的な生産ができるよう、生産、販売、流通等に必要な設備等

の導入支援や、営農上の知識・情報等の提供により、市内産農畜産物の生産を振興します。 

特に、農畜産物の高品質化や農作業の省力化等のため、スマート農業機器や設備等の導入支援

を行うとともに、スマート農業技術による栽培実証に取り組むなど、技術の普及を進めます。 

また、土壌診断や研修の実施等により、環境への負荷を軽減した農畜産物の生産を支援すると

ともに、都市農業特有の課題に対応するための取組を推進します。 

 

（１）市内産農産物の生産振興 

ア  生産者団体への設備等導入支援 

農作業の効率化等により、生産物の品質や生産量の向上を図るために、生産者団体が

共同で使用する農業用機械等の導入を支援します。 

 

イ  生産技術の普及・支援 

農家の生産技術向上を図るために、新品種や新しい栽培方法など生産技術に関する栽

培調査・展示、土づくりや病害虫防除など営農情報の農家への発信・提供、各種研修会

や農畜産物品評会の開催支援等を行います。 

 

ウ  周辺環境への対応支援 

安定した生産の維持を図るために、鳥獣による

農作物への被害対策として、防鳥施設や電気柵・

ワナの設置などの導入を支援します。また周辺に

配慮した農業を推進するために、農地に隣接した

住宅地等への農薬の飛散防止対策として、農薬の

飛散防止ネット等の設置を支援します。 

   

（２）スマート農業の推進 

ア スマート農業の普及 

横浜市北部汚泥資源化センター（鶴見区）におい

て、スマート農業技術を用いた遠隔での栽培実証や、

農家への研修等を実施することで、スマート農業技

術導入のきっかけづくりにつなげます。 

 

イ スマート農業機器・設備等導入支援 

農畜産物の高品質化や農作業の省力化等による生産性の向上を図るために、ICT やロ

ボット技術などを利用したスマート農業技術の導入支援を行います。 

事業① 市内産農畜産物の生産振興 

施策１ 市内産農畜産物の生産振興 

電気柵に守られたトウモロコシ畑 

ICT を利用した環境のデータ測定 
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（３）畜産の振興 

ア  畜産物の生産振興 

市内産畜産物の生産を振興するため、畜舎の環境対策や家畜の改良などを支援します。 

イ  家畜防疫・衛生対策等 

家畜伝染病の発生等を防止するために、神奈川県や農協等の関係機関と連携して家畜

防疫対策の指導や、家畜衛生対策等の助言・支援を行います。 

 

（４）環境保全型農業の推進 

土づくり・施肥・病害虫防除（農薬等）・GAP の取組などに関し、関係機関と連携しながら、

農家への情報提供や研修の機会をつくり、環境にやさしい農業を推進します。 

ア 環境保全型農業推進者の認定・支援 

たい肥等の有機質による土づくりや、化学肥料や化学合成農薬の使用量の削減など、環境

への負荷の軽減に取り組む意思のある農家を「環境保全型農業推進者」として認定する

とともに、環境保全型農業に関する研修会の開催等により支援します。 

イ 土壌診断等 

畑の土や培養土の土壌分析、養液栽培などの       

培養液分析の結果に基づき、適切な施肥管理の指   

導を行い、肥料の過剰施用を防ぎます。 

ウ 栽培展示 

横浜市環境活動支援センター内に環境保全型農 

業の展示ほ場を設置し、環境にやさしい農業の 

検証と市民への紹介を行います。 

エ 特別栽培農産物の認証 

   国のガイドラインに基づいて、節減対象農薬と化学肥料の使用を通常（県が定める慣

行レベル）の５割以下に減らして生産する農産物を「特別栽培農産物」として認証する

ことにより栽培を奨励し、環境に与える負荷を軽減した農業を推進します。 

 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

①  （１）市内産農産物の生産振興 生産者団体への設備等導入支援：５件  

現地巡回回数：3,500 回  

周辺環境への対応支援：60 件  

（２）スマート農業の推進 研修の実施：10 件  

スマート農業機器、設備導入支援：25 件  

（３）畜産の振興 推進  

（４）環境保全型農業の推進 土壌・培養液の分析：6,000 件  

農家の畑の土壌分析 
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生産基盤が整備されることで、農業の生産性が向上し、農業経営が安定するとともに、耕作の

放棄が抑止されるなど農地の適正な維持管理にも寄与します。都市と調和した良好な環境の創出

を図るためにも、畑地かんがい施設等の農業生産基盤の整備を支援します。さらに、土地改良団

体等地域の農地管理団体や横浜ふるさと村総合案内所等の運営指導を充実し、地域の活性化を図

ります。 

 

 

（１）農業生産基盤・設備の整備の支援  

農業生産性の向上を図るとともに、都市農地のもつ多様

な機能が発揮された良好な環境を創り出すため、農業生産

の基盤である農地、畑地かんがい施設、暗きょ排水施設、

農道等の整備を支援します。 

また、土地改良区が行う、測量・換地等に対し支援しま

す。 

さらに生活道路として利用されている農道について、道

路管理者への早期移管を進め、道路の維持管理の円滑化と

市民サービスの向上を図ります。 

 

農業生産基盤の整備による都市と調和した良好な農環境の創出（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業② 生産基盤の整備と支援 

基盤整備済の農業専用地区 

農
業
生
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施策２ 農業生産基盤整備支援 
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（２）土地改良団体等への運営指導 

ア 土地改良団体等 

土地改良法に基づく許認可等に関し、審査を行うとともに、認可を受けて設立された

土地改良区の運営業務、整備事業、換地処分等を総合的に指導・支援します。 

さらに農業専用地区内の農家を中心に組織された各農業専用地区協議会や水田地域を

中心に組織されている市内の各水利組合等に対して、組織運営への助言や整備事業に対

する技術指導を行います。 

 

イ 横浜ふるさと村総合案内所 

横浜ふるさと村総合案内所の管理運営に対して支援し、市民と農業者の交流を通じて、

市民にいこいの場を提供し、地域農業の振興を図ります。また施設の修繕等を計画的に

行うとともに、持続的なふるさと村を目指して地域の課題解決に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の目標 

 

事業 取組 ５か年目標 備考 

② （１）農業生産基盤・設備

の整備の支援 

整備改修支援：35 件  

農道移管：随時  

（２）土地改良団体等への

運営指導 

随時 土地改良区等：７団体 

農業専用地区協議会：15 団体 

その他水利組合等：38 団体 

ふるさと村総合案内所：２か所 
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施策３ 多様な担い手に対する支援 

 

横浜では、野菜、果樹、花き、植木、水稲、畜産物等など様々な農畜産物が生産されるととも

に、多品目少量栽培や品目数を絞った比較的大規模な栽培など、多様な農業が営まれています。 

出荷形態も、直売、契約栽培、市場出荷等様々ですが、それぞれ、資材費の高騰や近年の度重

なる天候不順や大雨の被害等により農業経営に不安を抱えています。今後も引き続き、横浜で多

様な農業が展開されていくためには、安定した農業経営と担い手の確保が不可欠です。 

そこで、認定農業者のほか、農業経営や地域活動などに主体的に関わっている女性農業者や、

環境保全型農業に取り組む生産者等の意欲的に農業に取り組む担い手を認定し、横浜型担い手と

して支援を行います。 

また、新たな担い手の確保のため、農業後継者の育成、農業以外の他産業からの新規参入など

を推進・支援します。 

 

（１）横浜型担い手の支援 

ア 認定農業者 

規模拡大や生産品目の拡充などの農業経営の改善に向けて取り組む地域の中心的な農

家を認定農業者として認定し、支援を行います。 

 

<認定農業者の認定制度>  

農業経営基盤強化促進法に基づき、効

率的かつ安定的な農業経営を目指すため

に農業者自らが「農業経営改善計画」（５

年後の経営目標）を作成し、市が策定し

た「農業経営基盤の強化の促進に関する

基本的な構想」に照らして適切であると

認められると、その計画を認定します。 

認定された農家を対象に、計画の実現

のために必要な専門家による経営診断や

各種研修会の開催、経営改善に必要な機

械・設備等の導入等の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

事業③ 農業の担い手の育成・支援 
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イ  よこはま・ゆめ・ファーマー 

女性農業者がいきいきと働き暮らせる農のあるまち横浜を目指すため、農業経営や地

域活動などに主体的に関わっている女性を「よこはま・ゆめ・ファーマー」として認定

し、グループ活動やネットワークづくり等の支援を行います。 

<よこはま・ゆめ・ファーマーが目指す女性農業者像> 

（ア）地域の農業を支える担い手としての自覚と誇りを持つ 

（イ）農業経営に主体的に参画する 

（ウ）農のある地域づくりや、女性起業を目指す 

（エ）地域の農業に関する様々な方針決定の場へ積極的に参画する 

（オ）女性農業者ならではのネットワークをつくる 

 

 

ウ 環境保全型農業推進者 （再掲） 

たい肥等の有機質による土づくりや、化学肥料や化学合成農薬の

使用量の削減など、環境への負荷の軽減に取り組む意思のある農家

を「環境保全型農業推進者」として認定し、環境保全型農業に関す

る研修会の開催や情報提供、直売所等に掲示する表示板の交付など

の支援を行い、消費者に周知します。 

<環境保全型農業推進者の取組項目> 

（ア）堆肥その他有機質資材による土づくり 

（イ）化学肥料の施用を減少させるための技術の導入 

（ウ）化学合成された農薬の使用量を減少させるための技術の導入 

（エ）有効な資源の再利用及び省エネルギーに必要な技術の導入 

（オ）環境保全型農業の取組内容の記帳 

 

 

 

（２）新規就農の推進 

   新たな担い手を確保するため、農業後継者の就農、農業以外の他産業からの個人・法人の新

規参入などを推進するとともに、円滑な営農開始と農業経営の安定化を図るために設備・資材

等の導入や農地の確保等を支援します。 

また、教育団体や福祉団体の農業参入を進め、農福連携を推進します。    

   

 

 

 

 

 

 

環境保全型農業推進者の

直売所用表示板（見本） 
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ア 農業後継者の育成 

横浜は、他都市と比べて毎年多くの農業

後継者が就農しています。内訳としては、

Ｕターン就農が多く、他に高校・大学等卒

業後の就農があります。 

これらの農業後継者が、意欲とやりがい

を持って農業に取り組むことができるよう

に、支援します。 

また、農業後継者等が、作物の栽培技術

や機械の操作方法等を習得する機会を増や

すため、農家間で実施する研修に対して支

援を行います。 

 

イ 農業への新規参入の推進 

新規参入者として育成する「横浜チャレ

ンジファーマー」や、農業経営基盤強化促

進法に基づき認定する「認定新規就農者」

及び新たに農業に取り組む法人など農業以

外の他産業からの農業への参入を進めます。 

 

 

 

ウ 農福連携の推進 

学校法人や社会福祉法人、ＮＰＯ法人などの、教育や福祉事業としての農業参入事例

が増加しています。新たな農業の担い手の一つとして、様々な参入事例や運営手法等も

参考にし、関係部局等とともに学校法人や社会福祉法人、ＮＰＯ法人等の参入の課題解

決を図り、教育や福祉と農との連携を推進していきます。 

 

エ 新規就農者への支援 

農業後継者及び新規参入者等の新たな担い手の円滑な営農開始と農業経営の安定化を

図るため、初期投資として必要な設備・資材等の導入を支援します。 

 

 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

③ （１）横浜型担い手の支援 横浜型担い手の支援：50 件  

（２）新規就農の推進 就農：推進  

支援件数：100 件  

※ 累計については平成 24 年度からの累計数値 



29 
 

 

 農業経営に必要な資金の融資や、国・県の制度による融資に伴う利子補給等により、借入農家

の負担を軽減することで農業経営の安定化を図ります。 

また、国・県が実施する野菜等の価格安定制度等に参加する生産者を支援することにより、市

内産農畜産物の計画生産・出荷と経営安定を図ります。 

 

（１）農業金融制度の活用 

ア  農業経営資金融資預託 

市内の農家等に対して、農業経営に必要な短期（１年間）の運転資金を低利で融資す

るため、資金を預託し、農協（融資機関）を通じて融資を行います。 

 

イ  農業振興資金利子補給 

市内の農家等が生産施設等の整備拡充を行う際、農協等の融資機関から低利に調達で

きるようにするため、融資機関に対し利子補給を行います。 

 

ウ  農業経営基盤強化資金利子助成 

市内の認定農業者が、農業経営改善計画の実施に必要な長期資金を、融資機関である

日本政策金融公庫から借り入れる場合に、利子助成を行います。 

 

（２）経営安定対策制度への支援・協力 

国・県が実施する野菜価格安定対策事業（共同出荷・販売された野菜の卸売価格が下落した

ときの損失を一定の範囲まで補てんする制度）に参加する生産者に対して、生産者の資金造成

負担金の一部を助成し、市内産野菜の計画生産・出荷を促進します。 

また、収入保険制度や新たな品目での経営安定対策についても、加入推進に協力するなど、

農家の経営安定を図ります。 

    

 

 

 

 

 

取組の目標 

 

事業 取組 ５か年目標 備考 

④ （１）農業金融制度の活用 (農業経営資金、都

市農業振興資金、農業経営基盤強化資金) 

推進  

（２）経営安定対策制度への支援・協力 推進  

事業④ 農業経営の安定対策 
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 農業経営の基盤となる農地の有効利用を図るため、規模拡大を希望する農家や、新規参入した

個人・法人等への農地の貸し借りを進めます。特に、耕作放棄地など、農地の遊休化が進んでし

まった土地や、高齢化や後継者不足等の労働力不足等により遊休化が懸念される農地については、

いち早く情報を集め、農地情報のマッチングを行い、貸し借りに結び付けることによって農地の

利用促進を図ります。 

 

（１）農地の貸し借りに関する調整 

ア 利用権設定による貸借の促進        

農業経営基盤強化促進法に基づき市

街化調整区域内の農地の貸し借りを進

めます。 

 

 

イ  生産緑地地区内農地の貸借の推進 

市街化区域のうち生産緑地地区内の農地については、平成 30 年に施行された都市農地

の貸借の円滑化に関する法律により貸し借りがしやすくなりました。農地所有者の耕作

が難しくなった生産緑地については、この制度を活用し貸し借りを促進することにより、

都市農地の保全活用を図ります。 

 

ウ 農地マッチング制度 

貸したい農地の情報と、借りたい農家の情報をデータベース化し、貸付希望の農地情

報を借りたい方へ提供することにより、農地の貸し借りを促進します。 

 

（２）遊休農地の利用促進 

ア 遊休農地の利用促進に向けた農地調査 

農地の利用状況調査、耕作放棄地の発生・解消に関する調査等を実施するとともに、

農業委員・農地利用最適化推進委員と連携し、関係機関と農地の情報や規模拡大希望農

家の情報・課題等を共有しながら、遊休農地の解消を図ります。 

   

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

⑤ （１）農地の貸し借りに関する調整 貸借面積：190ha 生産緑地を含む 

（２）遊休農地の利用促進 農地調査：5,000ha  

施策４ 農地の保全と利用促進 

事業⑤ 農地の貸し借りの促進 
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市内には、郊外部にまとまりのある農地が広がり、多種多様な農畜産物が生産されています。

また、市街化区域の中にも意欲を持って、農業に取り組む農家がいます。法制度の適切な運用に

より、農業経営の基盤となる農地の保全を図ります。 

 

（１）市街化調整区域内の農地の保全 

ア 農業振興地域の農用地区域の保全 

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づいて、県知事が市街化調整区域の中に農

業振興を図るべき「農業振興地域」を、市長が農業振興地域内の「農用地区域」を定め、

農地の有効利用と農業振興を計画的に推進しています。この制度により約 1,000ｈａの

農用地区域を指定しており、引き続き制度を適切に運用することで、優良な農地を保全

します。 

 

イ  農地転用許可制度の適切な運用 

市街化調整区域内の農地転用の申請に対し、農地転用許可基準等に基づき、適切に判

断するとともに、転用農地の周辺農地に対する被害防除のための指導を行います。 

 
 
（２）市街化区域内の農地の保全 

ア  生産緑地地区内の農地の保全 

市街化区域内の農地における緑地機能を積極的に

評価し、良好な都市環境の形成を図るため、 

生産緑地地区の指定拡大を進め、市街地に残され

た貴重な農地を保全します。 

 

イ  特定生産緑地の指定推進 

生産緑地地区は、指定から 30 年経過すると、いつ

でも買取りの申出ができ指定解除につながることか

ら、買取申出時期が 10 年間延期される「特定生産緑

地」の指定を推進し、生産緑地の保全を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産緑地地区 

事業⑥ まとまりのある農地等の保全 

生産緑地地区 
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（３）防災協力農地の登録 
阪神・淡路大震災を契機として、全国に先駆けて「防災

協力農地登録制度」を創設し、約 250ha の農地を防災協力

農地として登録しています。登録された農地は、災害時に

避難場所、延焼の遮断、仮設住宅用地などの役割を果たし

ます。 

引き続き、防災協力農地の登録を働きかけていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の目標 

 

事業 取組 ５か年目標 備考 

⑥ （１）市街化調整区域内の農

地の保全 

農振農用地区域の管理：推進  

農地転用許可制度の適切な運用：推進  

（２）市街化区域内の農地の

保全 

生産緑地地区の指定と制度の運用：推進  

特定生産緑地の指定と制度の運用：推進  

（３）防災協力農地の登録 登録：推進  

防災協力農地 
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事業⑦ 旧上瀬谷通信施設の農業振興 

平成 27 年６月に全域返還された旧上瀬谷通信施設は、長年米軍に接収されていたため、道路舗

装がされておらず、また建築制限等により都市農業に必要な農業生産基盤が整備されていません。

本地区で新たに行われるまちづくりを契機に、畑地かんがい施設等の整備を進め、農業振興策を

行うことにより地域の農業生産力を高めていきます。 

さらに、都市と農のバランスの取れた郊外部の拠点となるまちづくりを実現させるため、これ

までの歴史ある農業も継承しつつ、企業や大学とも連携し、新たな都市農業のモデルの確立を目

指します。 

 

（１）農業振興策の検討と支援 

まちづくりによって行われる、農地造成、農道整備と合わせて、農業振興策の検討と支援を

行います。 

・ 畑地かんがい施設等をはじめとする農業生産基盤の整備 

・ 農地の集約、効率的な生産、高品質・安定的な生産への転換 

・ 小面積でも収益性の高い栽培、持続性の高い経営 

・ 果物や果樹等の周年収穫体験による高収益化 

・ 市民が農や食とふれあう場づくり  

等 

 

 

（２）企業・大学と連携した取組の展開 

企業や大学等様々な主体と連携することで、市内各地で活躍できる、新規就農者等や地域農

業の核となる人材の育成を目指します。また、横浜に最適化したスマート農業技術や小面積で

も高収益化を図れる施設農業等の研究・実証・活用を進め、スマート農業の発信拠点を目指し

ます。  

 

 

 

 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

⑦ （１）農業振興策の検討と支援 整備：50ha  

（２）企業・大学と連携した取組の展開 推進  

施策５ 地域特性を生かした都市農業の推進 
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事業⑧ 地域特性を生かした農業振興 

都市農業の拠点である市内のまとまりある農地について、持続的な地域農業を推進するため、

地域の特性を生かした農業振興策を策定します。 

 

 

（１）地域特性を生かした農業振興策の策定 

農業専用地区等のまとまりのある農地では、周辺の土地

利用転換や農家の高齢化、農業生産基盤の老朽化など、農

地や地域農業を取り巻く様々な状況が変化しています。持

続できる都市農業を推進するために、その変化を踏まえて

地区の状況の調査や地域の特性を生かした農業振興策を

策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

⑧ （１）地域特性を生かした農業振興策の策定 策定：５地区  

まとまりのある農地 
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取組の柱２ 市民が身近に農を感じる場をつくる 

良好な景観形成や生物多様性の保全など､農地が持つ環境面での機能や役割に着目した

取組､地産地消や農体験の場の創出など､市民と農の関わりを深める取組を展開します。 

 
概要 

農地は、新鮮な農畜産物の供給の場である

ことに加えて、里山などの良好な景観の形成、

生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養や災

害時の避難場所になるなど多様な機能や役割

を有しています。このような農地の機能や役

割に着目しながら、市民農園の開設や農体験

教室の開催、地産地消の推進などにより、市

民が身近に農を感じる場や機会をつくる取組

を進めます。 

 

さらに「横浜農場」のプロモーションにより、横浜の食や農を横浜ブラ

ンドとして浸透させるとともに都市の魅力向上にもつなげます。 

 

 

取組の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜らしい農景観 

事業① 良好な農景観の保全 

（１） 水田の保全 

（２） 特定農業用施設保全契約の締結 

（３） 農景観を良好に維持する活動の支援 

（４） 多様な主体による農地の利用促進 
施策１  

農に親しむ取組の推

進 

事業③ 身近に農を感じる地産地消の推進 

（１）地産地消にふれる機会の拡大 

施策２  

地産地消の推進 

事業② 農とふれあう場づくり 

（１）様々な市民ニーズに合わせた農園の開設 

（２）市民が農を楽しみ支援する取組の推進 

事業④ 市民や企業と連携した地産地消の展開 

（１）地産地消を広げる人材の育成・支援 

（２）市民や企業等との連携 
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農地は良好な農景観の形成や生物多様性の保全、雨水の貯留・かん養機能など多様な機能を有

しており、横浜に残る農地や農業がつくりだす「農」の景観は多様です。農業専用地区（※）に

代表される、集団的な農地から構成される広がりのある景観や、樹林地と田や畑が一体となった

谷戸景観などが、地域の農景観として多くの市民に親しまれてきました。この農景観を次世代に

継承するため、横浜に残る貴重な水田景観を保全する取組や、意欲ある農家や法人などが農地を

維持する取組を支援します。 

 

（１）水田の保全 

 ア 水田の継続的な保全の支援 

土地所有者が水田を維持し、水田景観の保全や多

様な機能が発揮できるよう、水稲作付を 10 年間継続

することを条件に、奨励金を交付します。また、保全

された水田の維持管理に対する支援を行います。 

 

 イ 良好な水田景観保全のための水源・水路の確保 

水田景観の保全を図るために、井戸や水路等の水

田に必要な施設等の設置・改修を支援します。 

 

（２）特定農業用施設保全契約の締結 

農地所有者の負担軽減と農地の保全を図るため、農地を

10 年間適正に管理することと、農地の保全に不可欠な農業

用施設を 10 年間継続利用することを条件として、農家の

住宅敷地内等にある農業用施設用地の固定資産税・都市計

画税を 10 年間軽減します。 

 

 

 

 

   

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（※農業専用地区：都市農業の確立と都市環境の保全を目指し、まとまりのある農地を横浜市独自の制度により指定

した地区（令和３年度末現在、28 地区 1,071.5ha））  

保全された水田 

特定農業用施設 

事業① 良好な農景観の保全 

施策１ 農に親しむ取組の推進 
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（３）農景観を良好に維持する活動の支援 

市街化調整区域のまとまりのある農地や市街化区域の生産緑地地区などを対象に、周辺環境

と調和した良好な農景観を維持する活動を支援します。 

 

ア まとまりのある農地を良好に維持する団体の活動への支援 

良好な農景観を形成するため、水路等での清掃活動

や農地縁辺部への植栽、水源の確保のための井戸の改

修などに対して支援します。また、農地周辺の環境を

良好に維持するため、土砂流出を防止する活動に対す

る支援や農地周辺の不法投棄対策を進めます。 

 

イ 周辺環境に配慮した活動への支援 

都市の中で農景観を維持するためには、農地の周辺にお住まいの方々の農業への理解

が必要です。このため、農地周辺の環境に配慮した取組や、農作業等により生じるせん

定枝などをたい肥化する活動などに対して支援します。 

 

（４）多様な主体による農地の利用促進 

遊休化して荒れた農地は、貸し借りが進まず、良好な農景観が損なわれます。良好な農景観

を保全するために、意欲ある農家や新規に参入を希望する個人・法人など多様な主体へ農地を

貸し付けられるよう遊休化した農地の復元を支援します。 

 

 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

①  （１）水田の保全 水田保全面積：115ha  

水源・水路の整備：25 件  

（２）特定農業用施設

保全契約の締結 

制度運用 ・対象：1,000 ㎡以上の農

地を耕作し、その農地と農

業用施設について 10 年間

継続利用する農家 

（３）農景観を良好に

維持する活動の支

援 

まとまりのある農地を良好に維持

する団体の活動への支援： 

・集団農地維持活動団体 60 団体 

・農地縁辺部への植栽 75 件 

・農景観保全整備 40 件 

周辺環境に配慮した活動への支援： 

・環境配慮支援件数 25 件 

・牧草等による環境対策 20ha 

 

（４）多様な主体によ

る農地の利用促進 

遊休農地の復元支援：3.0ha  

農地縁辺部への植栽 
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食と農への関心や、農とのふれあいを求める市民の声の高まりに応えるため、収穫体験から本

格的な農作業まで、様々な市民ニーズに合わせた農園の開設や整備を進めます。また、市民と農

との交流拠点である横浜ふるさと村（※１）や恵みの里（※２）を中心に、市民が農とふれあう

機会を提供します。農地が少ない都心部を含め、市内各地で農とふれあう場づくりを展開すると

ともに、農家への援農活動を支援します。 

 

（１）様々な市民ニーズに合わせた農園の開設 

 ア 収穫体験農園の開設支援 

野菜の収穫や果物のもぎとりなどを気軽に体験す

ることができる収穫体験農園の開設に必要な施設整

備等を支援します。 

 

 イ 市民農園の開設支援 

〈栽培収穫体験ファーム、環境学習農園、認定市民菜園〉 

農作業の経験がない人でも農家から指導を受ける

ことで栽培から収穫までを楽しめる農園や、利用者

が自由に農作業を楽しめる農園など、土地所有者等

が農園を開設するための支援を行います。 

 

  ウ 農園付公園の整備 

土地所有者による維持管理が難しくなった農地等

を公園として市が買取ることや、農地の少ない都心

部においても、市民が農作業を楽しめる農園を公園

内に整備し開設します。 

  

 

  

果物のもぎとり体験 

区画貸しの農園 

事業② 農とふれあう場づくり 
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（２）市民が農を楽しみ支援する取組の推進 

ア 農を楽しむ取組の推進 

横浜ふるさと村や恵みの里等で、苗の植え付けや

農産物の収穫などを行う農体験教室など、市民が農

とふれあう機会を提供します。また、ふるさと村総

合案内所に農を楽しむ拠点としての機能の充実を図

り、農の魅力を発信します。 

さらに、市内全域で農体験に関する様々な相談に

応じるため、専門知識やスキルを有するコーディネ

ーターを派遣します。 

 

イ 農体験の場の提供と援農の推進 

市民農業大学講座や農体験講座を開催し、市民が

栽培技術などを学ぶ場を提供します。子どもたちが

楽しく農を学べるよう、家族で参加できる農体験講

座の充実に取り組みます。また、援農コーディネー

ター（※３）等を活用し、市民農業大学講座修了生な

どによる農家への援農活動を支援します。 

 

 

取組の目標 

 

（※１ 横浜ふるさと村：良好な田園景観の保全と地域の活性化を目的に、生産基盤の整備や、研修施設など

の設置、樹林地の保全活用などにより、市民が農業・自然・農村文化に親しむ場として整備している

地域） 

（※２ 恵みの里：市民と農とのふれあいを通じて、地域ぐるみで農のあるまちづくりを進める地区） 

（※３ 援農コーディネーター：労働力不足の農家と農家への手伝いを希望している市民を結び、農家の援農

を支援する組織）  

事業 取組 ５か年目標 備考 

②  （１）様々な市民ニーズに

合わせた農園の開設 

様々なニーズに合わせた農園

の開設： 19.5ha 

 

（２）市民が農を楽しみ支

援する取組の推進 

横浜ふるさと村、恵みの里で農

体験教室などの実施：450 回 

・横浜ふるさと村：寺家、

舞岡 

・恵みの里：田奈、都岡、

新治、柴シーサイド、北八

朔 

コーディネーター派遣 50 件  

市民農業大学講座：175 回  

家族で学ぶ農体験講座の開催：

30 回 

 

田奈恵みの里の体験水田 

家族で学ぶ農体験講座 
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身近に市内産農畜産物を買える場や機会があることへの市民ニーズは高く、地域で生産された

ものを地域で消費する地産地消の取組は、身近に農を感じ、横浜の農への理解を深めるきっかけ

にもなります。そこで、地産地消の取組を推進するため、地域でとれた農畜産物などを販売する

直売所等の整備・運営支援や、市内で生産される苗木や花苗を配布するなどの取組を進めます。

あわせて、地産地消に関わる情報の発信など、PR を推進します。 

 

（１）地産地消にふれる機会の拡大 

ア 直売所支援等の地域に根差した地産地消の推進 

直売所や加工所に必要な設備の導入等を支援しま

す。また、市民に身近な場所で実施される青空市や

マルシェ等の継続的な開催を支援します。 

  

イ 市民が市内産植木や草花に親しめる機会の創出 

市民が市内産植木や草花に親しめる機会を創出す

るため、市内の植木農家や花き農家が生産した苗木

や花苗を、市民への配布や公共施設、農地の縁辺部

への植栽に活用します。 

 

ウ 市民に伝わる地産地消の情報発信 

情報誌やパンフレットなどの制作・発行やウェブ

サイト・SNS などの活用により地産地消の取組の PR 

を推進します。また、「横浜農場」を活用した市内産

農畜産物のブランド化に向けたプロモーションの強

化を図ります。特に、生物多様性の維持や美しい農

景観など多くの意義のある市内水田を守るために市

内産米の PR を行います。 

取組の目標 

事業 取組 ５か年目標 備考 

③ （１）地産地消にふれる機会の拡

大 

直売所・青空市等の支援：285 件  

緑化用苗木の配布：125,000 本 

市内産花苗の公共設等での活用：10 件 

 

情報発信・ＰＲ： 

情報誌などの発行 35 回 

 

青空市・マルシェ等の開催 

市内産苗木や花苗の配布 

事業③ 身近に農を感じる地産地消の推進 

施策２ 地産地消の推進 
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市内産農畜産物を食材として活用し、加工販売したいと考える企業や、横浜の農業の魅力を伝

える活動を行う野菜ソムリエや料理人などが増え、市民や企業、学校など農業関係者以外の主体

が地産地消の取組を実施する活動が広がっています。この動きをさらに拡大するため、市民の

「食」と、農地や農産物といった「農」をつなぐ「はまふぅどコンシェルジュ」（※１）などの

地産地消に関わる人材の育成やネットワークの強化を図るとともに、農と市民・企業等が連携す

る取組を推進します。 

 

（１）地産地消を広げる人材の育成・支援 

ア はまふぅどコンシェルジュ等の地産地消を広げる人材の育成 

講座の開催により、地産地消を広げるはまふぅどコ

ンシェルジュを育成します。また、飲食店からの市内

産農畜産物の使用に関する相談などに対応し、よこは

ま地産地消サポート店（※２）への登録を促します。 

 

イ 市民等による主体的な地産地消の活動支援 

はまふぅどコンシェルジュやよこはま地産地消サ

ポート店によるイベント開催など、主体的な地産地

消の活動を支援します。 

 

ウ 地産地消活動の情報交換の場づくり 

生産者やよこはま地産地消サポート店、はまふぅどコンシェルジュ、地産地消に取り

組む市民・企業等をつなげる交流会等を開催し、ネットワークづくりを支援します。 

 

（２）市民や企業等との連携 

ア 企業等と連携した地産地消の推進 

地産地消を広げるため、地産地消に取り組む意欲のある企業からの相談などに対応し、

地産地消の PR イベントの開催や市内産農畜産物を使用した商品の販売等、企業等と連携

した地産地消の取組を推進します。 

 

イ 地産地消ビジネス創出の推進 

地産地消に関係する新たなビジネスに取り組む市内中小企業等を対象に、ビジネスプ

ランを策定するための講座を開催し、認定されたプランを支援します。 

ウ 学校給食での市内産農産物の利用促進 

小学校の給食メニューにおける市内産農産物の利用促進や食育の推進を図るため、企

業などと連携し、学校給食での市内産農産物の一斉供給や、小学生を対象とした料理コ

ンクールを開催します。 

地産地消サポート店 

ステッカー 

事業④ 市民や企業と連携した地産地消の展開 
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取組の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※１ はまふぅどコンシェルジュ：横浜市が横浜の「食」と「農」をつなぎ地産地消を広めるため講座で育成

した市民） 

（※２ よこはま地産地消サポート店：市内産の農畜産物を使ったメニューを提供する飲食店などで横浜市に登

録されているもの） 
 

事業 取組 ５か年目標 備考 

④  （１）地産地消を広げる人材の育

成・支援 

はまふぅどコンシェルジュ育成講座の開

催：５回 

 

はまふぅどコンシェルジュ・よこはま地産

地消サポート店の活動支援：150 件 

 

地産地消フォーラムの開催： 

５回 

 

（２）市民や企業等との連携 市民や企業等との連携：75 件  

ビジネス創出支援：20 件  

・学校給食での市内産農産物の一斉供給：

推進 

・料理コンクールの開催：５回 

 




